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SD による長期総合計画策定支援システム
一一兵庫ダイナミック・モデル一一

松崎功保・宮崎秀紀

1. 兵庫県新総合計画における課題と計画策定

支援システムへの期待一一参加と合意と連帯

による県政

兵庫県は，昭和50年 3 月 18 日，総合計画 r21世

紀への生活文化社会計画j引を正式に決定， 21世

紀を展望した新しい県政に一歩を踏み出した.こ

の日，兵庫県総合計画審議会*から答申された総

合計画を即時に採用したもので， r参加と合意と連

帯による県政」とし、う副題がつけられているわ.

新計画への期待一一計画の背景

兵庫県はそれまでに第 1 次と第 2 次県勢振興計

画を策定した.第 2 次の計画は，昭和45-55年を

目標年次としたものであったが，環境汚染，白然、

破壊の深刻化，生活基盤整備の立ち遅れ，経済環

境の激変など，社会経済情勢が大きく変わったた

め計画の見直しが必要となった.

〔計画が成り立つまでのプロセス〕

そこに至るまでの経過は，①昭和47年 2 月の定

例県会で，県勢振興計画の改訂が必要で、ある旨知

事が表明，②47年度に県本庁各部局の課長クラス

をメンパーとする新総合計画専門研究会が発足，

延べ20回にわたって検討会議を行ない，計画の見

直しと新政策の方向を検討，③48年 2 月の定例県

会で「改創の理念に従い，新しい福祉，生活，文

化県の実現をめざす画期的な計画」として地域社

*兵庫県総合計画審議会:会長米花稔神戸大学教

授，学識経験者，地域住民代表，など78名で構成，

明和48年 10月 13 日に発足.
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会自らの総意にもとづいて新計画を策定する旨知

事が表明する，というプロセスを追っている.

〔新しい方法論の必要性〕

ついで，新計画の策定に必要な調査と新手法に

もとづく計画策定支援システムの開発が行なわれ

た. 1 つは新社会指標体系調査 (47 ， 8 年度)によ

る生活基盤整備の目標水準の検討sうもう l つは

“兵庫ダイナミッグ・モデノレ"の開発と，それに

よる将来社会の分析検討である.

これらにもとづいて新しい計画策定のたたき台

となる総合計画検討用資料が作成された.資料

は，①基本構想検討用資料(48年 10月作成)，②基

本計画検討用資料(49年 3 月 -9 月作成)，③地域

計画検討用資料(48年 9 月 -49年 11 月)の 3 部から

なり，新計画もこの方式を踏襲している.このよ

うに県内部での準備をととのえるとともに，学識

経験者，一般県民が参加した計画審議をすすめて

し、っ 7こ.

〔総合計画審議会と県民シンポジウム〕

まず， 48年 10月 13 日，総合計画審議会は知事の

諮問を受けて計画案の作成にとりかかった.審議

会は，第 l 小委員会と第 2 小委員会にわけられ，

答申に至るまでに総会 5 回を含め，計36回の委員

会が聞かれた.

一方，県民参加による計画策定の趣旨から， 48 

年 10月より 50年 2 月までの聞に，地域住民シンポ

ジウムや市町との意見交換会が県下各地で 52 回

(参加人員約 11 ， 000 人)聞かれ， 述べられた，意見
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は， A-D の 4 つのランクにわけ計画のなかに生

かす努力が払われた . A: ほぼ全面的に採用でき

るもの ， B: できるかぎり趣旨を生かすもの， C: 

技術的に問題があるため県当局に適切な措置を指

示するもの ， D: 答申そのものにはもり込めない

が計画推進にあたって要望などの形で取り扱うも

のである.

〔新総合計画の策定〕

これらのプロセスを踏んで、， 50年 2 月に素案が

作成され，ついで 3 月にこれをもとにして総合計

画案が決定された.

総合計画は24万字に余る大部のもので，第 l 編

「基本構想、J，第 2 編「基本計画J，第 3 編「地域計

画」の 3 編より成り，目標年次は昭和50年-60年

の 11年計画となっているが基本構想については，

21世紀を見通す長期展望に立っている点が特徴と

してあげられよう.

2. 新しいアプローチによる計画策定支援シス

テムへの期待

〔従来の方法論〕

都道府県の総合計画の策定に際して，計画与件

のマクロな予測を計量経済モデルによって行なう

例が多い.兵庫県においても昭和40年頃から兵庫

県経済の構造分析や計画与件の予測のため，計量

経済モデルを作成している.第 2 次県勢振興計画

の策定に際しては，経済企画庁経済研究所の作成

した「全園地域計量モデルJ をもとに，人口，財

貨等の地域間交流を内生化したモデルを作成し，

人口，産業別就業人口，産業別生産所得，民間住

宅投資，財政収入，工業生産額，個人消費支出な

どの予測を行なっているわめ.

〔システム・ダイナミッグス概念の採用〕

しかしながら今日の地域問題は，環境，交通，

土地，食糧，水需給，住宅など複雑多岐にわたっ

ており，単に経済システムのみに着目して地域を

把握するだけでは到底これに対処することはでき

ない.自然環境などを含めたトータルなシステム

にもとづいてアプローチすることを追っているし
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超長期の展望のもとに解決策を検討すべきだとい

う要請がきわめて強かった.この間の構造変化を

考慮に入れることは不可欠である.

すなわち，総合計画のなかで政策課題を識別す

るためのシステム・モデルの表現方法としては，

経済変量に加うるに，自然，社会その他地域問題

を構成するあらゆる要素を包括的に取り扱いうる

方法であること，さらには，非線形の関係を含む

システム要素聞の関係の表現およびそのダイナミ

ツグな変動を描写しうる方法であることが必要で

あった.

〔兵庫県の“成長の限界"に関する警告〕

環境，資源、などの制約のもたらす事態，つまり

「兵庫県の成長の限界」を明らかにするために，新

しい総合計画の検討にあたって，システム・ダイ

ナミックス手法を方法論として正式に採用するこ

とに決定した.昭和48年 4 月のことである.現代

の地域社会の直面している姿をいわば未来という

鏡に映して，より客観的に対応策をたてようとす

る試みがはじまった.その結果は，ローマ・グラ

フ引の提言以上に深刻な未来社会の姿を示すことに

なり， 1960年代の高度成長を踏襲した場合の危機

的状況についての警告を発することになるのであ

る.

3. 大規模で複雑なシステムモデルへのチャレ

ンジ一一地域社会の問題複合体への構造的，

階層的アプローチ

計画策定の準備的作業とともに開発チームは計

画策定支援システムのモデル開発を次のような手

順で実行した(表 l 参照).

問題の提起と定義一一シナリオ法:総合計画策

定土の問題点の整理をシナリオ・ライティングに

よって実施し関係諸機関・県内の諸部門開発担当

者間の問題意識を明確にする.同時にモデル開発

の目的に関してコンセンサスを得る. (昭和48年 5

月 -6 月)

大規模で複雑なシステム・モデルの分割:変数

の分離とクラスタリング問題を記述する各要因の
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相互的な連関をブレーン・ストーミングなどを通

じて検討し強い相互作用のあるものをグループ化

する.問題領域として 4 つのセクターすなわち人

11 ，環境汚染，産業，資源の各セクターに分割で

きた(昭和48年 7-8 月) .ただし，後に総合計画

審議会からの要請によりエネルギー・セクターを

追加することになる(昭和49年 1-3 月).

発見的方法によるシステム・ストラグチャーの

識別:モデ、ルを記述するための基本的なシステム

変数を設定し，各セクターごとに基本的なシステ

ム変数を他の変数で説明する構造をダイアグラム

として表現する.このとき，技術革新などの影響

または主要な政策変数などを織りこむための正・

負のフィードパック・ループを考える.

データの利用可能性:モデルの構造を識別する

と同時にデータを入手することの可能性を充分に

検討し基本的なデータについては収集を開始す

る.

仮定の設定と検討:モデ、ル作成 l二の諸仮定，た

とえば医学の進歩と死亡率との関係などについて

検討し現在の知識レベルで“reasonable" な設定

を行なう.同時に代替的な設定条件を幅広く考慮

する.

プログラム・コーディング:各セクター相互間

の情報のやりとりを検討し，ブログラム上の変数

命名ルールを設定し，変数名を決める.各セク

ターごとあるいは各サブモデルごとに，初期的条

件あるいは変数に付随するパラメータなどの数値

をテーブルで与えてプログラムをつくる.なおコ

ーディングは問題向き言語 (Problem Oriented 

Language) である連続系のモデリング・プログ

ラム (CSMP--Continuous System Modeling 

Program)を使用することに最終的に決定した.

諸機能が完備していることが主たる理由である.

分割的感度解析(Structured Sensitivity Analｭ

ysis) :各セクターごとに主要な変数およびパラ

メータに代替的な数値，数値テープεルを与えて最

終結果に与える感度をチヱツグする.セクターご

1976 年 3 月号

表 1 兵庫ダイナミ 'y ク・モデル開発と運用のプロセス

I システム・プラニング(47年度)

・新総合計画専門研究会

-新社会指標体系調査(委託)

.新手法の基礎的調査

H システム・モデルの開発(48年度)

-問題の提起と定義

-大規模で複雑なシステム・ストラクチャーの識別

④全フロー・ダイアグラム作成

④モデルの分割( 4 セクター)

⑨開発チームの役割り分割と分相

(めエネルギー・セクター追加

・モデノレの作成と検証(開発チーム)

⑨対象地域の多重化(全県・臨海)

⑨データ収集

⑨仮定の設定/パラメータ決定

⑨コーディング

⑨分割的感度分析

⑨各セクターの統合化

④モデノレの検証

E 兵庫ダイナミ 'y ク・モデルの運用 (48-49年度)

・総合計画審議会(計36回)

総会( 5 回)

第 i 小委員会(1 3回)

第 2 小委員会 (11 凹)

起草委員会( 7 回)

・地域住民シンポジウム (52同)

W 新総合計画策定

・総合計画検討用資料

-総合計画答申案(総合計画審議会)

-総合計画決定

r21世紀への生活文化社会計画一一参加と合意と

連帯による県政」

V 地域整備総合管理システム (50年度)

VI テクノロジー・トランスファー (48-50年度)

-学会発表

国内( 3 回)

国際会議( 4 回)

研究会・委員会(多数)

・他府県へのトランスファー(大阪府)

とに担当責任者が決められた.

分割後の総合化:標準的な仮定を設定して，セ

クターを統合したモデ、ルでトータル・モデルのシ

ミュレーション・ランを行なう.これを標準ラン

の結果として諸仮定・諸パラメータの組合せによ

る多種多様な結果の参照用基準とする.
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レポート・ジェネレーション:グラフ表現など

によるアウトプット資料の編集を行なう.

政策シミュレーション:危機状態の発生につい

て検討し，解決策を検討する.政策パラメータの

変更やフィードパック・ループの修正・追加・削

除を行なうことになる.

モデ、ルの検証:将来のデータについては，本作

業とは独立に行なわれた既存の計画データと比較

検証し，また過去のデータとの適合度を調べた.

また，諸仮定より発するバラメータについては，

専門家の意見を充分にとり入れることに努めた.

4. モデルの構成一一多重構造への分割とセク

ター化

〔システム境界の外部環境と内部相互依存性の記

述〕

地域システムは，人口，産業設備，所得，環境

汚染，資源供給，食糧，エネルギーなどの主要変

数について，地域外部との関係を考慮しなければ

ならない開放系である.しかし，地域外との交流

関係についてはまず可動性の制約，つまり人口，

資源，産業設備などの移動制約が相当存在してい

ることに注意する必要がある.

また，人口の転出入にともなう環境魅力の比較

の対象となる地域外部の相対的な魅力度の組み込

みなど地域外との関係をいくつか代替的に仮定し

て処理することができる.さらに不充分なところ

はモデル外部で，つまり，シミュレーション結果

を解釈する際に計画策定担当者を含めることによ

って完結した体系とする努力を行なった.

さて，地域システムの主要な要因の相互的な関

係についてみれば，人口と産業，人口と食糧の関

係にみられるように発散的な傾向を示すものもあ

るが，これらについても，環境汚染あるいは“密

度" (人口密度，混雑度など)を経由するループを

通じて収束的安定的傾向へ変換し，終局的に地域

システムを安定させるフィードバック・ループも

ある(図 l 参照).
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〔全県システムと臨海システムへのレベル分割〕

全県を平均的にとらえて対象領域とする「全~I~

モデル J と，工業化・都市化の進んだ瀬戸内海の

臨海部*を平均的に取り扱う「臨海モデルj の 2 つ

のモデルが開発された.人口の70%以上，工業生

産の90%以上は臨海部に集中しており，地域問題

の多くはここにおいて最もはげしくあらわれてい

る.

一方，全県的には問題解決のための受け皿とし

ての容量は残存すると見られ，それゆえに，全県

モデルと臨海モデ、ルによる将来像を比較検討する

ことにより，汚染・過符・過疎のような密度に関

する概念を含む問題への解決策を模索することが

できる.すなわち，三責のモデルによって情報提

供の量は(全県モデ、ルよりの情報)十(臨海モデ、ル

よりの情報)+(両者の差の情報)となりつの

システム・モデ、ルの場合と比べ飛躍的に情報量は

増加した.

〔産業セクター〕

環境汚染，水需要・県民所得との関連で重要な

第 2 次産業を産業モデルとしてくみ込んでいる.

そのほかの産業部門すなわち第 l 次産業につい

ては食糧および森林資源として，また第 3 次産業

については人口 l 人あたり所得を代理変数として

扱っている.このモデルでの中心的な問題意識か

ら当面第 2 次産業を取り上げることで充分である

と判断したのが主な理由である.また，第 2 次産

業の内部の業種区分についても行なわなかった.

モテ、/レは，第 2 次産業生産額を設備資本と就業

人口を説明変数として計算するコブ・ダグラス型

生産関数を中心とし，設備資本を求める部分と就

業人口を求める部分をこれに組み合わせている.

このうち，コブ・ダグラス型生産関数の部分

は，昭和30年から45年のデータをもとにパラメー

*臨海部: 13市(尼崎，伊丹，宝塚， Jl I両，芦屋，神

戸，明石，加古Î JII，高砂，姫路，相生，赤

穂，竜野 6 町(搭磨，稲美，御津，太

子，揖保川，上郡)
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タを推定した.

設備の投資と棄却，地域外への移転をコントロ

{ノしする「設備投資を促す環境魅力乗数J を組み

込んでいる.この魅力乗数は，麗雑度，産業基盤

および就業人口などの 4 つの要因から導かれ合成

される.この魅力乗数が投資率に関しては認識時

間 5 年の遅れをともなって掛けられp 棄却，移転

については照時に影響することを仮定している.

〔資源セクター〕

食糧モデル:食糧の路内消費量と県内生産量の

バランスを検討することを臼的とし，てモデルを作

った.

生産の推定は，農業と漁業とにわけ，農業は農

地 l へグタールあたりの食糠農産物生康量と農地

部議から計算する.単位蕗横あたりの食糧農産物

生霊長量は，技術進歩によって増加する額向と，大

気汚染などによる被容の雨留から影響を受ける.

農地面讃は，市街地面積の拡大など都市活動の拡

大の影響を受けて議廃され減少するという鵠係を

折り込んで計算している.

食韓生産はすべて熱量{カ p lJ -)で計器してい

るが，食欄農産物のうち商産物については，資産

物な生産するための餌料の生産、消費に藩尽ずる場

合と，潜産物の量そのものに着目する場合とがあ

る.言言者によるカ世リ…計算によるものを fオザ

ジナル・カロリ -J，後者によるものを「単純カ

出世 -J と呼び，このシステムでは両方を計算し

ている.

漁業生産については巴，初期時点の生E菱重量が，海

の汚染による抑制，技術進歩による水産資糠の利

用率の拡大，生産効率の増大の影響会受けて密化

ずる形で推定した.

一方，食料消費需要については，関民 l 人あた

りの食穫消費需要について器民 i 人あたりの食糧

消費熱量まをベースに，高度物消費の拡大と全体の

熱最の増大の将来変fとを折り込んで i 人あたりの

オリジナノレ・カロリ{と単純カロワーを求めてい

る.総食韓需要量はこれらと県人口総数をかけ合
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わせて求める.

7)(資源モデル:水資源の供給可能量と水需要設

をそれぞれ独立に計算し，この 2 つの変数の鐙を

比較することにより，水需給バランスた検討ナる

こと合目的としている.水資源供給可能農は，年

関総雨量を基礎として，森林の保水力の効果，ダ

ム開発などの水資糠施設による利用可能量の増大

効果を折り込んで計算する形としている，

水欝要については，工業用水と生活用水にわけ

て計算している.工業用水については，工業生産

過程における謂環利用などによる節減，生活用水

については，所得上昇にともなう i 人あたりの水

消費量の増加傾向を折り込んで、いる"この両者合

合計して水需要最を推計する.

〔二乙ネルギー需要セクター〕

昭和49年 3 月に，総合計画審議会の饗請にþt.じ

て付加統合した部分である.エネルギ{の供給条

件は石油事情，新しい品ネルギーの供給システム

の技術進歩などの不確定な条件が多く供給側から

アブローチすることは閤難であるので雪工業，運

輸，民生その舘の部門にわけて，エネルギーだけ

に限って需要を予測している.ここでは石油化学

などの非エネルギー需婆は除いている.

工業部門の且ネノレギ…需要原単位変化に関しで

は昭和36年以後の変北館向の延長をベースに塁手率

2%-3%の減少を仮定する形で 3 つのケ{スに

ついて計算しその影響念考恵するというアプ口一

チにした.

民生その他都内については，現在の諸外留の態

民 i 人あたりの所得と問じく，菌民 i 人あたりの

民生その他部門の且ネルギー消費震の関部から，

所得場大とエネルギ{消費量の欝係を叡定した欽

米型の品ネルギ一需要膝単位変化の仮定と気候，

生活様式の差異を加味した沼本製の仮定の 2 つを

比較したー

運輸部門については工業部門の仮定にリンクさ

ぜており，これは工業部門の省エネルギーイとが産

業の省資諒イとを窓味い単位あたり物的流通のz
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ネルギーの節約効果と連結していると考えられる

からである.

5. 標準的ケースにおけるシミュレーシ釜ン・

システムからの出力結果とその解釈

人口一一高齢化社会の襲来

標準ランによる計算では，兵庫燥の人口総数は

今後もふえ続け40年後の2010年には 630 万人に達

し，その後は減少に転ずる. 65歳以上の老齢人口

比は 1995年に20%に達し，その後も増大する.出

生と死亡のバランスについては，現在，出生( 9 

万人}が死亡( 3 万人)を大きく上まわっているが，

2010年墳を境に逆転する.域外との転出入バラン

スは， 2000年を境に流出超過となる.

蕗海部については， 1970 年現在の 370 万人が

1976 年 3 月号

1990-95年には 420 万人に連し，その後減少をは

じめる.現在6%の老齢人口比は2010年には20%

となり，人口の転出入は現在ほぽ同数の 19万人で

あるが，今後次第に流出超過の傾向を強め， 2020 

年の流出趨過数は24， 000人となる.

以上の人口セクターの計算結果は，高齢化社会

の社会システムについての根本的検討と，それを

前提とした老人補祉への徹底した取り組みの必要

性や，義務海部の環境悪化による人口の域外流出，

すなわち内陸部での急増の防止などの必要性など

の点について，どう措置するかなどの点の検討を

追っている.

産業一一知識集約型産業構造への転換への饗続

第 2 次産業の役員長額は 1985年で1970年の2.6傍，

2020年には 13僚に達する.臨海部での第 2 次産業
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生産の伸びは，全県の場合よりもテンポはやや鈍

いとし、う結果となっている.

産業は，環境汚染の原因の過半を占め，水需要

の大きな部分を占めている.産業は，所得の源泉

であり，生活に必要な物質を供給する.その安定

した成長を確保する必要があるが，そのためには，

成長，汚染・過密の増大，成長停滞というループ

を改善する必要がある.

この意味から，公害防除投資の増加と知識集約

型産業構造への転換をすすめ，均衡ある産業成長

を実現する必要がある.

拡大成長する環境汚染

大気汚染:臨海部で 6 倍になり 2020年以後は増

加傾向は鈍くなる.

大気汚染に関して技術進歩の寄与を実験的に求

め 5 年目標で25%を減少させるという目標が実

現できたと仮定すると 2020年においても現在の 2

倍程度になるとされ，技術革新の効果がきわめて

大きいことを示唆している.

水質汚濁:河川汚染は臨海部で 9 倍，海の汚染

は 5 倍程度となる.

ここでの進んだ技術の導入による効果の程度を

調べた.産業処理の自己処理を 5 年目標で90% ，

家庭排水の自己処理を 10年目標で50%高めた場合

は現状を改善でき2020年においてもそれを維持す

ることが可能である.

固型廃棄物:年間排出量で 10倍，畜積量で 171

倍に達する.

このことは排出規制の強化・汚染防止施設の拡

充だけでなく産業構造の転換を迫っていることを

示している.

都市集中:都市の過密については，混雑度では

2020年には 4 倍に達し，都市再開発と人口・産業

の増加の規制と質的水準の高い新都市の建設を迫

っている.

枯渇する資源

水資源 産業構造の転換と循環利用への要請:

臨海部での水不足量は， 1981年-4 年を除いて危
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機的状態となりしかもますます不足の度合はし、ち

じるしいものとなる.下水処理水の再生利用を行

なってもなお水不足量は 3 分の l に減少するにす

ぎない.水節約型の産業構造への転換と工業用水

の循環利用，家庭用水の節約などへの要請を読み

とることができる.

食糧一一白給率の低下:標準ランについては，

オリジナル・カロリーによる自給率でみると，現

在27%のものが， 2020年には 5.5 %に低下する.

単純カロリーによる自給率は現在の80%が2020

年には33%に低下する.このことは特に農地保全

と生産性向上の必要を訴えている.

マヒする都市交通 自動車への依存の再検討:

自動車交通の混雑度は， 1985年で 2.3 倍， 2020年

には 8 倍となり，自動車保有台数も2020年には全

県で約 390 万台，臨海部で約 200 万台に達すると

計算される. 1, 000 人あたりの保有台数の飽和水

準である 400台に達するのは 2000年頃で，そのと

き必要な駐車場面積は 7 ， 000 ヘクタールになると

計算される.また大気汚染への影響も 1985年には

現在の\. 5 - 2 倍に， 2020年には 4-5 倍に達す

ると計算された.

こうした計算結果は，自動車交通への依存を根

本的に再検討する必要性を示している.

エネルギー一一一長期的見通しの必要性

県内のエネノレギーの総需要量は30兆キロ・カロ

リーで，所得水準の上昇による民生部門の需要の

増大，工業生産と輸送費の増大につれて，このま

までいけば， 2020年には約 6 倍に達すると計算さ

れる.

産業構造の省エネルギー化により，工場などで

たとえば，毎年工業生産単位あたりの消費を前年

の 3%ずつ節約したとしてもエネルギー総需要量

は約 4 倍になりこれだけのエネルギーを供給する

には大量の土地，水，資金，労力がかかりしかも

エネルギーの消費密度も多大になる.これは，環

境汚染の防止，安全性の確保のうえで大きな問題

を投げかけている.
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さらに，エネルギーの消費節約努力，クリーン

・エネルギーの供給技術の開発などの課題を提示

するとともに県内供給体制についての長期的見通

しをもって問題に対処する必要を示している.

6. 長期総合計画の実現に向かつてのシステム

づくり一一地域効果の計画とアセスメント

長期総合計画は，計画期聞が 11 カ年の長期計画

であるとともに，その性格上県政の基本方向や基

本的施策の体系を示すことに目的があった.

この計画にもとづいて具体的な施策の展開をは

かつてし、くために，兵庫県企画部では短期的，中

期的な行政点検をすすめつつあり，これには財政

収入の見通し，各種施策・制度の見直し，県民参

加の具体化策の検討を含むものである.これらの

作業をふまえて，庁内部局聞の調整，事業聞の調

整，市町との調整を行ないつつ各年度の行財政運

営の適正化をはかっていくこととしている.

コンビュータ・システムによる計画の支援わ

計画策定の作業は，単に計画案を策定すること

にあるのではなく，その計画が実現されることを

11 的とするものである.そのためにはいくつかの

段階で循環的検討を行なうフィードパック・ルー

プが必要になってくる.

基本構想、，基本計画，実路計画のそれぞれの段

階で効果を多元的に予測し，計画の内容を評価・

修正するとし、う作業の繰り返しが必要である.こ

のシステムは④基礎的管理，②効果予測，③調整

という 3 つの部分より成っている.

基礎的管理システムは主として環境管理システ

ムと土地利用管理システムの 2 つの部分より成っ

ており，地域整備の基礎的条件に関する情報を提

供する役割りをもっている.効果予測システム

は，地域整備プロジヱグトが社会，自然、，文化に

どのような影響を及ぼすかを予測する.また，調

整の場は，前記の各システムによって検討された

情報をもちょって計画の改善を図るためのもので

ある.

1976 年 3 月号

このシステムによって，これまで進められてき

た各種地域整備事業を総合的な立場から管理誘導

し，適切なる土地利用を進めてゆくことを目的と

している.一定規模以上の事業が企画された場合

このシステムは，基本的なフィノレタリング. -1'測

.評価・調整を支援する.

コンビュータ・システムは情報tJと供の支援を行

なうものである.
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